
販売用資料 安田投信投資顧問
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　　　　　　　 安田日本株式ファンド ｢愛称:ターミガン」  Monthly Report 平成20年7月31日現在

【基準価額の推移】

基準価額 7,346円 設定日 2000年1月28日

純資産総額 638百万円 決算日（原則） 毎年1月20日

【パフォーマンス】

1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ﾌｧﾝﾄﾞ -2.55% -5.09% -3.80% -26.77% 11.25% -26.54%

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ -1.25% -4.05% -3.17% -23.59% 8.19% -22.68%

超過収益率 -1.30% -1.04% -0.63% -3.17% 3.07% -3.86%

ﾌｧﾝﾄﾞの状況、ﾌｧﾝﾄﾞﾏﾈｰｼﾞｬのｺﾒ
ﾝﾄ等は次ﾍﾟｰｼﾞの「日本株ﾏｻﾞｰ
ﾌｧﾝﾄﾞ」 のﾚﾎﾟｰﾄをご参照くださ
い。

分配金(税込み）

第1期(01.1.22) 0円

第2期(02.1.21) 0円

第3期(03.1.20) 0円

第4期(04.1.20) 0円

第5期(05.1.20) 0円

第6期(06.1.20) 0円

第7期(07.1.22) 0円

第8期(08.1.21) 0円

＊当ファンドはファミリーファンド方式で運用します。当資料における、組入れ資産に関する情報、ファンドマネージャーコメントについてはマザーファンドのレポートをご覧ください。

基準価額は信託報酬（年1.575%（税抜1.50%））控除後です。ファンドパフォーマンス及びそれに伴う基準価額の推移チャート
は、2005年10月より、パフォーマンス計測の精緻化のため、従来の分配金込みベース［分配金込み基準価額＝基準価額＋
税込み分配金］から、分配金再投資ベース［分配金再投資基準価額＝(当日の基準価額＋当日の税込み分配金)÷前日の
基準価額×前日の分配金再投資基準価額]に変更しました。
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＊上記騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。

〇当資料は安田投信投資顧問が作成した販売用資料です。〇当資料の内容は、作成時点のものであり、市場の環境やその他の状況によって予告なく変更することがあります。記載されている投資環境見通し、グラフ、表、図等に
ついては、過去の実績および一定の仮定に基づいたものですが、その内容の確実性および将来の投資成果等を保証するものではありません。〇投資信託の募集・申込等の取扱は販売会社、設定・運用は投信委託会社が行いま
す。〇投資信託は、株式、公社債などの値動きのある証券（この他外国証券には為替リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって元本が保証されているものではありません。〇取得の申込みにあたって
は、販売会社を通じてあらかじめまたは同時に投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等(目論見書補完書面を含む。)をお渡ししますので、内容を十分にご確認のうえ、ご自身でご判断ください。



販売用資料 安田投信投資顧問

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

電
気
機
器
銀
行
業

輸
送
用
機
器

化
学
卸
売
業

情
報
・通
信
業
医
薬
品

鉄
鋼
陸
運
業

電
気
・ガ
ス業

（％）

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ

ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

　　　　　　　　　　　　　　安田日本株マザーファンド 　Monthly Report 平成20年7月31日現在

【ファンドマネージャー コメント】

組入れ比率は純資産総額に対する比率

市場動向
　7月の株式相場は、上旬は原材料価格の高騰が企業収益の悪化へ繋がるとの警戒感や、世界的なインフ
レ懸念の高まりから軟調な動きとなりました。中旬以降は米大手金融機関の決算内容が市場予想より良
かったことや、原油相場が反落したことなどから上昇に転じました。しかし下旬にかけて、国内の第1四
半期の決算発表が本格化すると、好決算銘柄や企業収益が景気動向に左右されにくい銘柄は物色されま
したが、見通しを下方修正する企業が例年になく多く、株式市場全体は弱含みました。7月末のTOPIX
は、前月末比▲1.25%の1,303.62ポイントとなり、業種別には、ゴム製品、食料品、医薬品などが上昇
する一方、鉱業、ガラス・土石製品、海運業などが軟調な展開となりました。

運用状況
　7月のパフォーマンスについては、業種別選択効果では、輸送用機器のオーバーウェイトや、電気・ガ
ス業、食品業のアンダーウェイトなどがマイナス寄与し、全体でマイナスとなりました。また、銘柄選
択効果では、電気機器（日立製作所、カシオ計算機）、建設（日揮）、医薬品（大正製薬）などでプラ
ス寄与しましたが、情報・通信業（KDDI）、輸送用機器（デンソー）、非鉄金属（住友金属鉱山）など
のマイナス寄与により、全体でマイナスとなりました。これらの結果、ファンドパフォーマンスはベン
チマークのTOPIXを下回りました。
　今月は業績内容とその方向性を吟味した上で、バリュエーションの検討を行い、ポートフォリオの見
直しを行いました。
（主な買付銘柄）
東京電力、いすゞ自動車、山武、アサヒビール、テクモ、第一中央汽船、ポイント、京成電鉄など
（主な売却銘柄）
関西電力、トヨタ自動車、サンケン電気、川崎汽船、日本通運、カブドットコム証券、KDDIなど

運用方針
　国内株式市場は、6月中旬以降、再び調整局面にあります。7月は急反発する場面もありましたが、第
１四半期決算が本格化すると売りが先行する展開となっています。
足下、3月期決算企業の第１四半期決算がピークを迎えていますが、今年は期首の保守的な見通しを上方
修正するというここ数年のパターンとは変わり、この時期からいきなり下方修正する企業も目立ち、業
績の先行き不透明感が一段と強まっています。為替が期初よりは円安に振れていることや原油などの原
燃料価格が下落基調に転じていることはプラスですが、需要の伸びが鈍化、あるいは減少に転じている
製品も見られ、多くの企業が想定している下期回復には慎重な見方が必要と思われます。このため、株
式市場も上値の重い展開が予想されますが、PBRや配当利回りなどの指標面で割安圏にある主力株も多
く、底割れリスクは小さいと考えています。
　運用方針としましては、弊社アナリストによる綿密なリサーチにより、アナリストカバレッジが少な
いなどの理由で業績ポテンシャルが十分に株価に織り込まれていない過小評価銘柄や、資産に比べて株
価が割安水準にある銘柄など、株価上伸余地の高い銘柄を積極的に発掘し組入れていく考えです。

【組入れ上位10業種】  (組入れ資産に対する比率)

【対ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸの超過収益率要因分析】

（組入れ銘柄数：114銘柄）

銘柄名 業種 組入れ比率

1 任天堂 その他製品 3.22%

2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀行業 3.15%

3 スズキ 輸送用機器 2.64%

4 ソニー 電気機器 2.49%

5 三井住友フィナンシャルグループ 銀行業 2.40%

6 三菱商事 卸売業 2.35%

7 キヤノン 電気機器 2.24%

8 本田技研工業 輸送用機器 2.20%

9 三井物産 卸売業 2.16%

10 松下電器産業 電気機器 2.04%

【組入れ上位銘柄】
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す。〇投資信託は、株式、公社債などの値動きのある証券（この他外国証券には為替リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。したがって元本が保証されているものではありません。〇取得の申込みにあたって
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（単位：％）

1ヶ月 6ヶ月 1年 3年
業種選択効果 ▲ 0.18 ▲ 0.05 ▲ 0.83 0.64
銘柄選択効果 ▲ 0.64 ▲ 0.88 ▲ 3.14 4.63
その他 ▲ 0.26 1.11 2.18 3.44
計 ▲ 1.08 0.18 ▲ 1.80 8.71




